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皆様。はじめまして、中国四国厚生局年金管理課です。

国は年金業務の一部を市町村に依頼しており、その事務処理に必要な費用について、交付金として交付しています。

中国四国厚生局年金管理課では、市町村の皆様の交付金申請が適切に実施されるための業務を行っています。

本動画では、初任者の皆様に向けた交付金や交付金業務の概要について説明いたします。

中国四国厚生局 年金管理課 連絡先

〒７３０-００１７
広島県広島市中区鉄砲町７－１８
東芝フコク生命ビル２階

TEL : ０８２－２２３－００６５

cskousei118@mhlw.go.jp

1 中国四国厚生局 年金管理課とは？（ご挨拶）

国民年金事務費交付金等の関係法令等

国民年金法第86条（事務費の交付）
国民年金法に基づき市町村に交付する事務費に関する政令
国民年金の事務費交付金の算定に関する省令
特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律第20条（事務費の交付）
特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律に基づき市町村に交付する事
務費に関する政令
国民年金事務費交付金等交付要綱
市町村国民年金等事務費決算審査要綱

資料の目的

この資料は、国民年金事務費交付金等に係る市町村事務及び当該交付金等の
基本的な仕組みと事務処理の概要をわかりやすく理解していただくことを目
的としています。

ご不明なことについては、中国四国厚生局年金管理課までご連絡ください。

※国民年金事務費交付金等の関係法令等については、中国四国厚生局ホームページに掲載しています。

皆様。はじめまして、中国四国厚生局年金管理課です。

国は年金業務の一部を市町村に依頼しており、その事務処理に必要な費用について、交付金として交付しています。

中国四国厚生局年金管理課では、市町村の皆様の交付金申請が適切に実施されるための業務を行っています。

本動画では、初任者の皆様に向けた交付金や交付金業務の概要について説明いたします。



２ 国民年金等事務と交付金の区分

国民年金等事務については、以下のように法定受託事務と協力・連携事務に区分され、それぞれの事務の処理に必要な費
用を交付いたします。
法定受託事務に係る事務費交付金については、以下の「人件費、物件費及び特別障害給付金事務費交付金」に区分されます。

法定受託事務に必要な費用は、国民年金法第86条及び特定障害者に対する特別障害給付金
の支給に関する法律第20条において、国が交付することを規定しています。
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地方自治法第２条第９項第１号に規定する「法定受託事務」とされている事務です。

①国民年金事務 ②老齢福祉年金
関係事務

事務費
交付金
の区分

①基礎年金等
事務費交付金

②福祉年金
事務費交付金

a人件費 b物件費

①ｂ＋②ｂ

物件費
③特別障害給付金

事務費交付金

③特別障害給付金
事務費交付金

a人件費 b物件費

③特定障害者に対する
特別障害給付金
関係事務

法定受託事務以外の相談、日本年金機構が実施する業務のた
めに必要な情報提供等、日本年金機構（年金事務所）との協力・
連携により実施していただいている事務です。

年度当初に「協力・連携計画書」を提出していただき、第４四半
期（１月頃）に「算定額」の算出のために「協力・連携算定基礎表」
により実績件数等を報告していただきます。

④協力・連携に係る経費

協力・連携に係る費用については、交付要綱において、国が交付すること
を規定しています。

①a＋②a

人件費

法定受託事務 協力・連携事務



３ 法定受託事務

法定受託事務とは国が本来行うべき事務を市町村に依頼している事務です。国民年金法や政令の規定に基づき、国民年金市町村事
務処理基準が示されています。例としては、資格取得の届出の受理、事実の審査、免除申請の受理等があります。

※市町村が行う事実の審査とは、市町村の保有する公簿（戸籍、住民票、市町村民税課税台帳等）により、住所・氏名・生年月日、所得状況等を確認することをいいます。
（「所得状況」とは、請求者及び当該世帯全員の課税状況をいう。）（令15条第1項第7号）
※「国民年金手帳の再交付の申請の受理」に係る業務は令和4年4月1日付けで法定受託事務から削除されました。（令和3年8月6日政令第229号）
※氏名変更届、住所変更届及び死亡届は、日本年金機構が住民基本台帳法第30条の９に規定する機構保存本人確認情報の提供を受けることができる者を除きます。
※「任意脱退の承認申請書の受理」に係る業務は平成29年8月1日付けで法定受託事務から削除されました。（平成29年7月28日政令第214号）
※福祉年金、特別障害給付金に係る法定受託事務については、それぞれ、老齢福祉年金支給規則等関係法令及び特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律施行規則等関係法令の規定によります。

根拠条文 法定受託事務の内容
国
民
年
金

法
第
六
条

第12条 被保険者資格関係届
①被保険者の資格取得、資格喪失、種別変更届の受理、報告
②氏名変更届、住所変更届の受理、報告（届出不要とされる場合を除く。）

第105条 省令規定事項の届 法第12条以外の事項の届出の受理、報告

国
民
年
金
法
第
三
条

法
施
行
令
第
一
条
の
二
（
同
第
十
八
条
）

第１号
任意加入被保険者
特例任意加入被保険者関係

①資格取得・喪失申出の受理及びその申出に係る事実についての審査
②口座振替納付の申出又は口座振替によらない正当な事由に該当する旨の申出の受理

第３号 裁定等請求関係
①第２号及び第３号被保険者期間を有していない者に係る「老齢基礎年金」、「旧令共済による老齢年金」、「障害基礎年金」、「遺族基礎年金」の裁定請
求又は支給請求の受理及びその請求に係る事実についての審査
②「寡婦年金」、「死亡一時金」、「特別一時金」の裁定請求又は支給請求の受理及びその請求に係る事実についての審査

第４号 未支給請求関係
①第２号及び第３号被保険者期間を有していない者に係る「障害基礎年金」、「遺族基礎年金」の未支給請求の受理及びその請求に係る事実について
の審査
②「寡婦年金」の未支給請求の受理及びその請求に係る事実についての審査

第５号 支給停止・停止解除関係 第４号に掲げる年金の選択の申請、支給停止事由該当の申請、支給停止解除の申請の受理

第６号 障害基礎年金額改定関係 第４号に掲げる障害基礎年金の額の改定の請求の受理

第７号 付加保険料関係 付加保険料納付開始・納付終了の申出の受理及び申出に係る事実についての審査

第８号 納付申出関係 納付申出・納付申出期間訂正の受理及び申出に係る事実についての審査

第９号 免除申請関係 免除申請（全額免除、３／４免除、１／２免除、１／４免除）、学生納付特例、若年者納付猶予の申請の受理及び申請に係る事実についての審査

第10号 各種届出関係 法第105条第1項等に規定する届出に係る事実についての審査

第11号 旧法裁定請求関係 旧法の裁定請求の受理及び請求に係る事実についての審査

第12号 旧法障害年金関係 旧法障害年金の額改定請求の受理
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４ 協力・連携事務

法定受託事務以外の相談、日本年金機構が実施する業務のために必要な情報提供等、日本年金機構（年金事務所）との協力・連携により実施してい
ただいているものを指します。
協力・連携事務は法定受託事務ではないため、事務の内容は法令等ではなく交付要綱に定められています。

交付要綱 協力・連携事務の内容

１ 8（1） 資格取得時等における納付督励、口座振替、クレジットカード納付及び前納の促進

２ 8（2） 国民健康保険等他の公金と併せた口座振替、クレジットカード納付及び前納の促進

３ 8（3） 保険料納付督励及び制度周知に関する広報記事の広報誌への掲載

４ 8（4） 市町村において行われる業務や年金制度の周知に関する相談

５ 8（5）

日本年金機構との合意により行われる各種情報提供等
① 日本年金機構が行う国民年金保険料未納者対策のための「所得情報」の提供
② 電話番号の情報提供（一覧表等による電話番号の情報提供）
③ 法定受託事務以外の各種申請書及び届書等の年金事務所（事務センター）への回送（市町村窓口で受け付けることになっていない各種申

請書等の回送）
④ 上記①から③の項目以外で日本年金機構との合意により行われる情報提供等（居室番号の情報提供、法定免除該当者等の情報提供、そ

の他（厚生労働大臣が必要と認めるもの））

６ 8（6）

その他地域の実情を踏まえた協力
① 申請免除該当者に係る案内状送付等による申請手続きの周知
② 障害者手帳交付者への障害年金請求手続きの周知・案内
③ ①及び②のほか、地域の実情を踏まえ特に必要があると認めたもの

日本年金機構との合意により行われる情報提供に必要なシステム修正等

国民年金事務費交付金等交付要綱
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※交付要綱、協力・連携計画書、及び協力・連携算定基礎表等の改正により変更になる場合がありますのでご留意ください。



４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

国
民
年
金

協力・連携
（ １ ）
協 力 ・ 連 携

計 画 書

（３）B
協力・連携算定基礎表

概算交付

（２）
概算交付申請書
振込口座確認

資金交付（概算）
（第１四半期）

振込口座確認
資金交付（概算）
（第２四半期）

振込口座確認
資金交付（概算）
（第３四半期）

（3）

精算交付

（３）A
支出見込額報告書

基礎数値等及び振込口座確認
特別事情分算定基礎表

（４）
交付予定額の確認
精算交付申請書
資金交付(精算)

給
付
金

交付関係

支出見込額報告書
基礎数値等及び振込口座確認

協力・連携算定基礎表
特別事情分算定基礎表

交付予定額の確認
交付申請書・請求書

資金交付

共
通

決算
(前年度分)

（５）
決算報告

（６）
決算実地審査

超過分返還
(納入告知書)

５ 事務費交付金等の年間スケジュール（概要）
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次ページ以降（１）～（６）までの主な事務の内容を説明します。



５ （１）協力・連携計画書の提出
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市町村において、年度の初めに協力・連携を円滑かつ効果的に実施するため年金事務所と協議し、１年の間に行う事務の計画を立てていただき、「協

力・連携計画書」を作成し提出していただきます。その上で、ご提出いただいた「協力・連携計画書」の算定額は、概算交付額の算定基礎となります。

具体的には事務内容の計画、単価が決められた見込件数の報告、実費分の見込額の報告（広報誌など）を行っていただきます。

協力・連携計画書

（例）件数報告の様式
単 価 が 決 め ら れ た 事 務 の

件数を見込みで報告する様式

（例）計画記載の様式
計画している事務を行う

時 期 等 を 報 告 す る 様 式



交付金の区分 算定額の算定方法（交付要綱１２）

基
礎
年
金
等
及
び
福
祉
年
金

に
係
る
事
務
費
交
付
金

人件費

物件費

特別事情分※

協力・連携に係る経費

前 年 度 の
交 付 決 定 額

別 に 定 め る
算 出 率
（ ※ R 5 : 0 . 7 ）

前 年 度 の
交 付 決 定 額

別 に 定 め る
算 出 率
（ ※ R 5 : 0 . 3 ）

別 に 定 め る 額

当 該 年 度 の
協力・連携計画書の算定額

別 に 定 め る
算 出 率
（ ※ R 5 : 0 . 4 ）

5 （２）A概算交付申請書の提出
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国民年金等事務に必要と認められる経費（人件費、物件費及び協力・連携に係る経費）について、以下のとおり概算交付を行っています。
（交付要綱９）
人件費及び物件費は前年度の実績額、「協力・連携に係る経費」は当該年度の「協力・連携計画書」の算定額（計画額）をそれぞれ基礎とし
て一定割合を概算払いで交付しますので「概算交付申請書」を提出していただきます。
概算交付額の振込口座については各期（６月、９月、12月）において、振込口座に変更がないかメールにて確認をお願いしています。

概算交付申請書

「概算交付額」及び「別

に定める算出率」につ

いては毎年、第１四半期

の概算交付時に通知さ

れます。

※「特別事情分」については、厚生労働大臣が災害その他特別の事情があると認める場合に交付する経費になりますが、当局管内では、近年、当該項目に該当した市町村はありません。



交 付 決 定 額
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１回目 ２回目 ３回目
精算交付額

前年度人件費交付額の７割を概算交付

１回目 ２回目 ３回目
精算交付額

前年度物件費交付額（特別事情分は除く）の３割を概算交付

精算交付額

１回目 ２回目 ３回目
精算交付額

当該年度計画額の４割を概算交付

概 算 交 付 額

概 算 交 付 額

概 算 交 付 額

概算交付額は毎年６月頃「概算交付決定通知書」により通知され、３期（６月、９月、12月）に分けて概算払いを行います。
その後、年度末に交付決定額から概算交付額を差し引いた上で、精算交付を行います。

概算交付

5 （２）B概算交付

交 付 金 の 区 分

基
礎
年
金
等
及
び
福
祉
年
金
に

係
る
事
務
費
交
付
金

人件費

物件費

特別事情分

協力・連携に係る経費
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精算交付の流れ

市 町 村 中国四国厚生局 厚生労働省年金局

① 精 算 交 付 事 務 の 連 絡

② 支 出 見 込 額 報 告 書 の 提 出

③ 算 定 基 礎 表 の 提 出

④ 振 込 口 座 の 報 告

⑤政省令改正、交付要綱取扱
等 の 通 知

⑥ 精 算 交 付 申 請 書 等 を 提 出

⑦ 交 付 決 定 額 の 通 知

② 支 出 見 込 額 報 告 書 の
集 計 報 告

① 精 算 交 付 事 務 の 連 絡

③ 算 定 基 礎 表 の 集 計 報 告

④ 振 込 口 座 の 報 告

⑤政省令改正、交付要綱取扱
等 の 通 知

⑥ 取 り ま と め 後
精 算 交 付 申 請 書 等 を 提 出

⑦ 交 付 決 定 額 の 通 知

精算交付の作業については、 「支出見込額報告書」(当該年度の予算で支出する法定受託事務及び協力・
連携事務の現要額（見込みを含む金額）を報告する様式）、 「特別事情分算定基礎表」及び「協力・連携算
定基礎表」(協力・連携事務の算定額を決定するための様式)の作成、振込口座の確認、精算交付申請書の
提出があります。

5 （3）精算交付



交付額を決定するため、当該年度の支出見込額（以下「現要額」という。）の報告及び協力・連携の実績件数等を報告していただきます。
また、「算定額」の基礎となる基礎数値等の確認、報告をしていただきます。

※具体的には、必要な計算式等を設定した各報告書等のExcelファイルを年金管理課から提供しており、必要事項を入力することで報告書が作成できるようにしています。

作業スケジュール（予定）と留意事項

支出見込額報告書
特別事情分算定基礎表
協力・連携算定基礎表

「算定額」の基礎数値及び
振込口座の確認

精算交付申請書等
の提出

スケジュール
(依頼)12月中旬

(〆)  1月下旬
(依頼)12月中旬

(〆)  1月下旬
(依頼)12月中旬

(〆)  1月中旬
３月中旬

作業時の

留意事項

当該年度の法定受託事務を行うた
めに要した（現要額）人件費や物件
費の支出額(見込額を含む)を報告
していただきます。

交付額は、当該報告書の「現要額」
と「算定額」との丈比べ(交付金各
区分での丈比べ)により決定し、交
付されることに留意が必要です。

■算定期間
当該年度の4月～3月
(1月～3月は見込で報告)

特別事情と認める経費の算定のた
めに「特別事情分算定基礎表」の該
当する項目について、実費や内容
を報告していただきます。

協力・連携事務の「算定額」の算出
のために「協力・連携算定基礎表」
の項目ごとに実費や実績件数を報
告していただきます。

■算定期間
前年度の1月～当該年度の12月
(※広報誌、システム改修等の実費
分等については当該年度の4月～
3月)

法定受託事務の算定額を決定する
ための基礎数値は、「被保険者数」、
「受給権者数」、「保険料免除者数」
等となります。法令等に基づき、こ
の基礎数値と一人当たりの単価等
をもとに計算した額が「算定額」と
なります。

毎年１月下旬頃に年金事務所から
市町村へ情報提供があります。「国
民年金事務費交付金等交付申請書
（精算交付）」へ記載いただく数値
になりますので、ご確認ください。

概算交付時と同様にメールにて精算

交付を行う「振込口座の確認」があ
りますので、振込口座の変更の有
無をご確認ください。

申請には原本（公印不要）のメール
での提出が必要となります。
なお、短い期間での提出依頼とな
りますので、決裁等のスケジュー
ルにご留意ください。

５ （3）A支出見込額報告書等の提出

12



５ （3）B協力・連携算定基礎表等の提出

日々の実績件数の適切な把握
が重要になります。

13

※特別事情分算定基礎表についても、同時期に提出が必要となります。

前年度の１月～当該年度の12月までの協力・連携事務の実績件数等を報告する様式です。
実費分（広報誌やシステム改修経費など）については算定期間が当該年度の４月～３月までになります。
項目ごとに「実績件数」が必要となり、当該実績件数に単価を乗じた額が「算定額」になります。
「実績件数」は、根拠となる資料に基づいて計上していただくことが必要です。 （市町村において根拠を説明できることが必要です。）

協力・連携算定基礎表



年度末に、交付決定額から概算交付額を差し引いた上で、精算交付を行います。

5 （４）精算交付申請書の提出

14

① ② ③ ④ ⑤

① 算定額

② 現要額

③ 交付申請額

④ 概算交付額

⑤ 精算交付申請額

【精算交付申請額決定までの流れ】
まずは、①算定額と②現要額を比較し、
低い方が③交付申請額となります。

次に、③交付申請額から④概算交付額を差し引い
た金額が、⑤精算交付申請額となります。

なお、特別障害給付金事務費交付金については、
概算交付はありません。

精算交付申請書

※具体的には、必要な計算式等を設定した各報告書等のExcelファイルを年金管理課から提供しており、必要事項を入力することで報告書が作成できるようにしています。

①

①

①

②

②

②

③

③

④

④

⑤

⑤

⑤



「決算報告」は、国民年金等事務の処理に要した経費について、支出内容、支出金額の事実に基づい
て報告していただくものです。
当該年度の国民年金等事務費の「決算報告書」については、翌年度８月頃に提出をお願いいたします。

「決算報告書」の様式は、様式第１号から様式第６号までありますが、「支出見込額報告書」で作成した
Excelファイルを利用することでほとんどの様式を自動作成できるようにしています。

決算報告における留意事項

「見込額」として報告した１月から３月（年度

末）までの支出額を確定額として入力してい

ただくことが主な作業となります。

また、交付決定額が「現要額」による場合にお

いて、見込額と決算額に乖離があり、交付決

定額が過剰であった場合は、超過額を返還し

ていただくことになります。（交付決定額が不

足となった場合の追加交付はありません。）

決算報告書の様式

① 国民年金等事務費歳入歳出決算報告書 （様式第１号）

② 国民年金等事務費決算額事項別内訳書（人件費） （様式第２号）

③ 国民年金等事務費決算額事項別内訳書（物件費） （様式第３号）

④ 協力・連携に係る経費決算額事項別内訳書 （様式第４号）

⑤ 国民年金等事務職員の配置状況 （様式第５号）

⑥ 国民年金等事務費決算状況 （様式第６号）

決 算 報 告 書 の 提 出 に つ い て

市町村国民年金等事務費決算審査要綱に基づき、「前年度に交付した交付金が適正に使用されているか」、「市町村が実際に要した金額を超えて交付

していないか」を確認しています。

決算報告に係る実地審査について

15

5 （５）決算報告書の提出 ／（６）実地審査



現 要 額
市町村が国民年金等事務に要する人件費や物件費の支出額

「支出見込額報告書」及び「決算報告書」にて報告

【計上期間について】

当該年度の４月～３月まで（つまり、支出負担行為をする会計年度）になります。

算 定 額
法定受託事務に係る算定額は、政省令や交付要綱等により算定される額

協力・連携に係る算定額は、「協力・連携算定基礎表」にて報告した額

【算定期間について】

① 算定額の基礎数値である「平均被保険者数」、「平均受給権者数」及び「平均保険料免除者数」については、前年度の１月～当該年度の12月まで

になります。

② 協力・連携事務の実績件数については、前年度の１月～当該年度の12月までになります。

※なお、協力・連携事務のうち「マイナンバー未収録者リストによる情報提供」及び実費分（広報誌等の掲載費用、システム改修経費等）について

は、算定期間が当該年度の４月～３月までになります。

16

６ 交付額（「算定額」と「現要額」）



6 （1）交付額の決定方法

それぞれの交付金の区分について、「算定額」と「現要額」を比較し、低い方の金額を交付します！
※広報誌やシステム改修経費は比較しません。（同額計上）

交付決定額が「現要額」による場合には、当該現要額は支出見込額となります。そのため、「決算額＜見込額」となった場合には、決算額と見込額
の差額は返還していただくこととなります。（「決算額＞見込額」の場合の追加交付はありません。）

人件費 物件費 特別障害給付金事務費 協力・連携に係る経費

算
定
額

見
込

現
要
額

算
定
額

交
付
申
請
額

広報誌（実費）

システム改修（実費）

単価×件数

システム改修（実費）10万円

算
定
額

見
込

現
要
額

（例）

見
込

現
要
額

算
定
額

算
定
額

見
込

現
要
額

算
定
額

見
込

現
要
額

広報誌（実費）５万円

法 定 受 託 事 務
協力・連携に係る経費

（人件費＋物件費）
基礎年金等事務費＋福祉年金事務費 特別障害給付金事務費

（人件費＋物件費）人件費 物件費

交付申請額（80万円） 交付申請額（80万円） 交付申請額（80万円） 交付申請額(８０万円)

80万円 100万円 100万円 80万円 80万円 100万円

計80万円 計100万円

80万円 80万円 80万円

※ 「協力・連携に係る経費」の図は、広報やシステム改修等の実費が、算定額と現要額の両方に含まれることを表しています。
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広報誌（実費） ５万円

システム改修（実費） 10万円

６５万円 ８５万円

算
定
額

計80万円

６５万円

５万円

10万円



７ 「算定額」の算定方法

18

交付金の区分 算定額の算定方法 関係法令

国
民
年
金
交
付
金

法定受託事務

※ 市町村で報告書を作

成するような作業は

ありません。

基礎年金等事務費

＋

福祉年金事務費

人件費
「人件費」の算定について

１９ページ

国民年金法第86条(事務費の交付)

国民年金法に基づき市町村に交付する事務費に関する政令

国民年金の事務費交付金の算定に関する省令

基礎年金等に係る人件費・・・省令第２条第１項

基礎年金等に係る物件費・・・省令第２条第２項

老齢福祉年金に係る人件費・・省令第２条第３項

老齢福祉年金に係る物件費・・省令第２条第４項
物件費

「物件費」の算定について

１９ページ

特別障害給付金事務費

（人件費＋物件費）

２1ページ

交付金単価 × 特定障害者数※

特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律第
20条(事務費の交付)
特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律に
基づき市町村に交付する事務費に関する政令

協力・連携事務
(協力・連携算定基礎表

にて報告)

協力・連携に係る経費
21ページ

実績件数※ × 単価 ＋ 実費 国民年金事務費交付金等交付要綱8

法定受託事務の「算定額」を決定するための基礎数値は、「被保険者数」、「受給権者数」、「保険料免除者数」等となります。
法令等に基づき、この基礎数値と一人当たりの単価等をもとに計算した額が「算定額」となります。
協力・連携事務の「算定額」の算出のために「協力・連携算定基礎表」の項目ごとに実費や実績件数を報告していただいた額が
「算定額」となります。

※年金相談件数・各種情報提供件数等

※当該年度の12月31日現在の数です。



基礎年金人件費算定額

（適用＋給付＋免除）

７ （１）算定額の算定方法について（基礎年金、福祉年金）

給付事務基本単価 × 補正係数(注1) × 年間平均受給権者数(注２)

免除事務基本単価 × 補正係数(注1) × 年間平均免除者数(注２)

基礎年金物件費算定額

（適用＋給付＋免除＋特別事情分）

特別事情分算定額

福祉年金算定額

福祉年金事務基本単価×年間平均福祉年金受給権者数(注２)

適用等事務基本単価 × 補正係数(注1) × 年間平均第１号被保険者数
(注２)
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8,886 6,592 8,708

なし Ⅰ 5

685.065 0.066

0.066

0.066

なし

なし

なし

0.005

0.005

0.005

1.066

1.066

1.066

730.279 6,489,259

545.719 3,597,379

1,494.362 13,012,904 23,099,542

302.404

511.932

1,401.841

1.005

1.005

1.005

226.083

303.916

227.213

2,700,597

1,497,788

620.336 623.437 5,428,889 9,627,274

511

1 7

0

51.234

7.208

なし なし なし

給付事務基本単価 × 補正係数(注1) × 年間平均受給権者数(注２)

免除事務基本単価 × 補正係数(注1) × 年間平均免除者数(注２)

(注1) 補正係数
人件費：（地域差[省令第一条第一号関係] ＋寒冷度）＋１
物件費：（地域差[省令第一条第二号関係] ）＋１

(注２) 前 年 度 1 月 ～ 当 該 年 度 1 2 月 ま で の 平 均 数 で す 。

適用等事務基本単価 × 補正係数(注1) × 年間平均第１号被保険者数
(注２)

記載例



区分欄の区分は、国家公務員の寒冷地手
当に関する法律(昭和24年法律第200
号)第1条の規定による寒冷地手当の支給
地域の区分

（１）地域差の係数(第一条第一号関係)

７ （１）A「算定額」の算出に必要な各種係数（令和５年度）

区分 係数（※）

1級地 0.058

2級地 0.056

3級地 0.056

4級地 0.055

5級地 0.054

6級地 0.052

7級地 0.051

無級地 0.050

区分欄の区分は、普通交付税に関する省令(昭和37年自治省令第17号)の規定
による市町村の地域区分

(2)地域差の係数(第一条第二号関係)

区分 係数

Ⅰの地域10種地 0.018

Ⅰの地域9種地 0.018

Ⅰの地域8種地 0.018

Ⅰの地域7種地 0.015

Ⅰの地域6種地 0.008

Ⅰの地域5種地 0.005

Ⅰの地域4種地 0.000

Ⅰの地域3種地 0.000

Ⅰの地域2種地 0.000

Ⅰの地域1種地 0.000

区分欄の区分は、普通交付税に関する省令の規定による市町村の地域区分

(3)寒冷度の係数

区分 係数

1級地 0.019

2級地 0.017

3級地 0.016

4級地 0.013

※当該年度の交付決定前に改正されることがあります。
※当該係数は、令和６年厚生労働省令第42号「国民年金の事務費交付金の算定に関する省令の一部を改正する省令」（令和６年3月１3日公布）。

区分 係数

Ⅱの地域10種地 0.012

Ⅱの地域9種地 0.012

Ⅱの地域8種地 0.009

Ⅱの地域7種地 0.009

Ⅱの地域6種地 0.007

Ⅱの地域5種地 0.005

Ⅱの地域4種地 0.000

Ⅱの地域3種地 0.000

Ⅱの地域2種地 0.000

Ⅱの地域1種地 0.000
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市町村の地域によって、
人件費・物件費の係数が

変わってきます。



７ （２）算定額の算定方法について（協力・連携、特別障害給付金）

協力・連携に係る経費
（算定基礎表による報告）

実績件数※ × 単価 ＋ 実費

※年金相談件数・各種情報提供件数等

協力・連携事務に係る算定額の算定期間は、前年度の１
月から当該年度の12月までの期間になります。
広報誌への掲載に係る費用及びシステム改修費等の実費
によるものについては、当該年度の４月から３月までの
期間になります。
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9,627,281

2,600.580 54,61221

6,694,749

23,099,593

特別障害給付金の算定額

交付金単価 × 特定障害者数※

※当該年度の12月31日現在の数です。



（１）所得情報提供件数について（交付要綱８(5)①）

所得情報の提供目的について、協力・連携事務の対象か否かを確認してください。

特に、「件数」の計上は、「被保険者１人」につき１件とされており、配偶者又は世帯主を別に計上することはできないことに注

意してください。

年金事務所からの依頼については、依頼文書に「被保険者数」を明記するよう調整してください。

所得情報の内容
協力・連携の
「対象○」、
「対象外×」

備 考

継続免除・申請免除・学生納付特例の審査に必要な
所得情報 × 市町村の証明事項、法定受託事務としての確認審査事務

日本年金機構が免除勧奨及び強制徴収を行うため
に必要とする所得情報 ○

平成16年９月６日付け庁保険発第0906001号社会保険庁運営部年金保険
課長通知「国民年金保険料未納者対策及び社会保険料控除の適正化について」
によって日本年金機構が行う免除勧奨及び強制徴収に必要な所得情報等を提
供

年金生活者支援給付金の所得情報
（いわゆる国保連ルートによる71通知） × 年金生活者支援給付金の法定受託事務

７ （３） 「算定額」の算定方法（協力・連携に係る経費（注意が必要な事項①））
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②年金給付関係届書の取扱い

①法定受託事務以外の各種申請書及び届出等の回送に該当する届書等

区 分 届 書 名

適用・
保険料関係

国民年金第３号被保険者特例措置該当期間登録届書

国民年金保険料追納申込書

国民年金保険料還付請求書

国民年金保険料口座振替納付（変更）申出書、
国民年金保険料クレジットカード納付（変更）申出書

国民年金保険料口座振替辞退申出書、国民年金保険料クレジットカード納付辞退申出書

基礎年金番号通知書再交付申請書（令和４年４月１日～）

給付関係 脱退一時金請求書

届書種別 種別 法定受託事務に該当するもの 協力・連携事務に該当するもの

年金請求書

老齢 国民年金第１号被保険者期間のみ

左記以外遺族 国民年金第１号被保険者の死亡によるもの

障害 国民年金第１号被保険者期間中の初診・20歳前障害

未支給請求書
諸変更届

老齢 なし 全て

遺族 年金コード6450・５９５０の年金のみ受給の場合
左記以外

障害 年金コード2650・5350・6350の年金のみ受給の場合

※複数の年金を受給している受給者の届書を回送するとき、ひとつでも法定受託事務以外の届書があれば、協力・連携事務となります。
（例）年金コード5350（障害）と1150（老齢）の両方について提出された未支給年金がある場合→「法定受託事務以外の届書の回送」に該当します。

5（２）法定受託事務以外の各種申請書及び届書等の回送について （交付要綱8(5)③） ）

７ （４） 「算定額」の算定方法（協力・連携に係る経費（注意が必要な事項②））
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７ （５） 「算定額」の算定方法（協力・連携に係る経費（注意が必要な事項③））

協力・連携に係る経費の算定額の算定が適切に行われていないもの。

① 推計により算出した相談件数を算定基礎件数としていた。

実績件数でなく、一定期間の相談件数をサンプル調査した結果を基に算出している。

資格取得届等や免除申請書等の届出の件数や相談窓口に設置した発券機から発券した番号札の枚数に一定の率を乗じていた。

根拠が明確でない１日あたりの相談件数に開庁日数を乗じていた。 等

② 法定受託事務である相談件数を算定基礎件数に含めていた。

免除等に係る制度についての説明のみを行っていた件数を算定基礎件数から除いていなかった。 等

指 摘 さ れ た 事 項

過去に会計検査院が行った検査から、以下のような指摘がありました。

これを踏まえ、年金管理課では、実地審査のほか、必要に応じて根拠資料を確認させていただいております。

「協力・連携算定基礎表」の「実績件数」を根拠資料に基づき、正しく計上していただくことが重要と考えていますのでよろしくお願いします。

会 計 検 査 院 か ら の 指 摘

（３） 相談件数について
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物件費の対象経費について

国民年金等事務の処理に係る報酬・旅費・需用費・役務費・委託料等
のことで、左図の交付要綱の別表に定められている対象経費の支出
に限ります。
日頃から予算差引簿等で対象となる経費を把握しておいてくださ

い。

人件費の対象経費について

左図の交付要綱の別表に定められている人件費の対象経費は、
常勤職員及び会計年度任用職員（フルタイム）の国民年金等事務に
係る給料等です。
あらかじめ、人事担当部署などから年金事務に従事する職員の

給料等の支給情報を取り寄せて把握しておいてください。

【補足】会計年度任用職員については、以下の取扱いとなります。

①「フ ル タ イ ム 」 で 任 用 さ れ て い る 者 の 「 給 料 」 は 人 件 費 の 「 一 般
職 給 」 に 含 み ま す 。

② 「 パ ー ト タ イ ム 」 で 任 用 さ れ て い る 者 の 「 報 酬 ・ 手 当 」 は 物 件 費
の 「 非 常 勤 職 員 報 酬 」 に 含 み ま す 。

③ 「 パ ー ト タ イ ム 」 で 任 用 さ れ て い る 者 の 「 通 勤 手 当 」 は 物 件 費
の 「 費 用 弁 償 」 に 含 み ま す 。

④ 「 フ ル タ イ ム 」 か 「 パ ー ト タ イ ム 」 か に つ い て は 、 国 民 年 金 等 の
従 事 時 間 （ 従 事 割 合 ） と は 関 係 な く 、 任 用 に お け る 「 一 週 間 当
た り の 勤 務 時 間 」 の 条 件 に よ り ま す 。

8 現要額について（交付要綱）

対象経費

対象経費の費目
（節による区分）

費目の内容

人

件

費

給 料 一般職給（※１）

職員手当
扶養手当、地域手当、管理職手当、通勤手当、
期末手当、勤勉手当、寒冷地手当、住居手当、
時間外勤務手当

共 済 費

地方公務員共済組合に対する負担金、地方
公務員災害補償基金に対する負担金、退職
手当負担金、子ども子育て拠出金、組合負
担金、社会保険料等

物

件

費

報 酬 非常勤職員報酬（※２）

報 償 費 報償金

旅 費 費用弁償（※３）、普通旅費、研修旅費

需 用 費
消耗品費、食料費、印刷製本費、光熱水費、
修繕費

役 務 費 通信運搬費、広告料、手数料、筆耕翻訳料

委 託 料 事務の委託

使用料及び賃借料 会場借上料、会場設備・機材の借上料

備品購入費 庁用器具費

負担金、補助金
負担金、補助金、交付金

及び交付金
※１ 会計年度任用職員のうちフルタイムで勤務する者の給料を含む。
※２ 会計年度任用職員のうちパートタイムで勤務する者の報酬・手当を含む。
※３ 会計年度任用職員のうちパートタイムで勤務する者の通勤手当を含む。
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8 （１）現要額について（支出見込額報告書）
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当該年度の予算で支出する年金事務（国民年金等や年金生活者支援給付金）に係る市町村において現に必要とする額（見

込みを含む）を報告する様式です。

支出見込額報告書

具体的には、必要な計算式等を設定した
各報告書等のExcelファイルを年金管理
課から提供しており、必要事項を入力す
ることで報告書が作成できるようにして
います。



1. 退職後の資格取得と保険料納付について

2. 転入手続きと保険料納付について

3. 保険料の免除について

4. 基礎年金番号通知書の再交付について

支所があるなど対応窓口が複数の場合は、関係職員全員の認識の共有が必要になります。
交付金の請求根拠として必要な「実績件数」の整理方法を組織的に確立してください。
上記の「整理方法」については、市町村ごとの把握方法で構いませんが、少なくとも日計表や正の字で記録するなど、日々の
「実績件数」が分かるようにしてください。交付金の請求額(算定額)の根拠であることについて、認識を共有していただきま
すようお願いします。
「協力・連携算定基礎表」各様式裏面の「記入上の注意事項」は必ず確認し、認識誤りにより誤った件数を積算することのない
ようにしてください。
交付額が「算定額」で決定され、「実績件数」が誤っていた場合は、誤算定による額を返還していただくことになります。

ケース１～４

9 実績件数を適切に把握するために

次のページからのケース１～４を参考として、協力・連携事務の実績件数として計上すべき場合と、計
上しない場合について、状況を整理してください。

実績件数を適切に把握するために
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届出内容の確認。

Ａさん 市町村職員

【来所】

第１号取得届を記入。
（氏名・住所・基礎年金番号など）

（保険料納付について）
「納付書で納付したい。保険料はいく
らですか。」

「今後、口座振替に変更することも
検討したい。」

「保険料の納付はどうしますか。」
「口座振替もできます。」などの説明。

一般的な年金制度を説明。
制度説明リーフレットを手交など。

「口座振替申出書」を手交。

法定受託事務

資格取得時等における納付督励
（様式第３号（※））＜算定額：220円＞

口座振替申出件数（様式第３号）
＜算定額：500円＞

一般的な「年金制度・手続き」等に関する相談
（様式第６号）＜算定額：590円＞

「今後、再就職したときは、どうした
らよいですか。」

後日、「口座振替申出書」を年金事務
所へ郵送。

年金事務所と市町村との申し合わ
せにより、市町村の説明によって提
出された「申出書」の受付実績とし
て年金事務所から市町村へ連絡。

⇒年金事務所が受付、処理。

※ 「令和６年度国民年金等事務に係る市町村との協力・連携計画書」の
様式番号を記載しております。

9 （1）ケース１「退職後の資格取得と保険料納付について」

Ａさんは会社を退職した為、市町村窓口に国民年金への加入や保険料納付の手続き（相談）に来所した。
職員は、保険料の納付について説明したところ「納付書」で納付するとのことであったが、口座振替への変更も検討するとのことであったので、「口座振替申出書」等
をお渡しした。
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法定受託事務以外の届書等の回送
（様式第７号（その１）③）
＜算定額：500円＞

9 （２）ケース２「転入手続きと保険料納付について」

第１号被保険者Ｂさんが転入手続きに市町村窓口に来所した。その際、職員が保険料の納付について確認したところ、「これまでは納付書で
納付していたが、今後は口座振替に変更したい。」との意向であったので、必要な事項を説明し申出書を受け付けた。

Ｂさん 市町村職員

【来所】

住民票「転入」手続き。

口座振替の意向。

口座振替申出書の記入。
（氏名・生年月日・住所など）

情報連携により、氏名変更届及び住
所変更届は原則不要。

・保険料の納付が難しいときは「申請
免除」制度があります。
・免除期間の年金額は、・・・・

となります。
・大学生の息子さんは「学生納付

特例」が利用できます。
・学生納付特例期間の年金額は、

・・・・となります。

保険料の納付について聞く。
口座振替やクレジットカード納付もでき
ることなど、納付方法等を説明する。

電話番号の記入を依頼。

電話番号を記入した「口座振替申出書」を回送
しても「電話番号の情報提供」の対象とはなら
ない。（様式第７号（その１）②）

口座振替申出書受理。口座振替申出書の提出。

口座振替申出書の回送。

・納付方法は年度の途中で変更
できるか。

・保険料納付が難しくなったときは、
どうしたらよいか。

・免除を受けると将来の年金額は
どうなるか。

・大学生の息子の国民年金の手続き
はどうなっていただろうか。

（年金担当）

資格取得時等における納付督励（様式第３号）
＜算定額：220円＞

一般的な「年金制度・手続き」等に関する相談
（様式第６号）＜算定額：590円＞

口座振替申出受付件数（様式第３号）
＜算定額：500円＞
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第１号被保険者Ｃさんは、「国民年金保険料の納付が難しい。」として、市町村窓口に相談に来所した。
職員が、将来の年金額の計算方法や追納制度のことを説明したところ、納得、安心して「国民年金保険料免除申請書」を提出された。

Ｃさん 市町村職員

【来所】

「国民年金保険料免除申請書」
を記入。

免除申請の意向。

将来の年金額計算方法の説明。
「追納」という方法もあることを説明。

記入方法の説明。

電話番号の記入を依頼。

所得に関する証明書を交付。

法定受託事務

法に規定する市町村の証明事務

・保険料の納付が難しいとの相談。

・免除を受けたら将来受け取る年
金額がどうなるか心配。

免除制度の説明。 法定受託事務

電話番号を記入した「国民年金保険料免除申請
書」を回送しても「電話番号の情報提供」の対象
とはならない。（様式第７号（その１）②）

所得等申請書に記載された事項の
事実確認等の審査。

法定受託事務

一般的な「年金制度・手続き」等に関する相談
（様式第６号）＜算定額：590円＞

「国民年金保険料免除申請書」の
受理。

法定受託事務

9 （3）ケース３「保険料の免除について」
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9 （4）ケース４「基礎年金番号通知書の再交付について」

Dさんは、年金手帳の再交付申請のため、市町村窓口に相談に来所した。
職員は、年金手帳が廃止になったことを説明し、基礎年金番号通知書の再交付の申請に関する照会や相談等の対応を行った。

Dさん 市町村職員

【来所】

「基礎年金番号通知書再交付申
請書」を記入。

国民年金手帳等を紛失したため、
再交付申請したい。

「基礎年金番号通知書再交付
申請書」受理。

国民年金手帳廃止及び基礎年
金番号通知書の再交付の申請
に関する相談等の対応。

市町村において行われる業務や年金制度の周知に
関する相談（様式第６号）＜算定額：590円＞

「基礎年金番号通知書再交付
申請書」の年金事務所への回
送。

法定受託事務以外の届書等の回送
（様式第７号（その１）③）＜算定額：500円＞
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